
 

垂水市二川地区 

平成 19 年 7 月 14 日土石流発生

家屋 4戸及び郵便局全壊 

早めの避難勧告より被災前に避難

完了（人的被害なし） 

垂水市上市木地区 

平成 18 年 7 月 5 日土石流発生

全壊家屋 4戸 一部損壊 1戸 

自主避難により被災前に避難完

了（人的被害なし） 

垂水市小谷地区 

平成 17 年 9 月 6 日土石流発生 

死者 3名 

全壊家屋 6戸 一部損壊 2戸 

親戚の家に避難をしていたが、そ

の家が被災され、人的被害が発生

住民が豪雨時に必要とする土砂災害関連情報とその伝達方法 

（垂水市災害事例からの実態調査より） 

 
京都大学大学院農学研究科：水山高久 

財団法人 砂防フロンティア整備推進機構：高梨和行、三木洋一、○吉留寛之 

1.はじめに 

豪雨時に住民へ提供される土砂災害関連情報は、

様々な情報が、様々な媒体を通じて発信されている

が、情報の受け手である住民が、その情報を活用し、

土砂災害の警戒避難にどのように役立てているか、

その実態はあまり明確になっていない。 

本稿では、平成 17 年台風 14 号による土砂災害で

5名の犠牲者が出たことを契機に、精力的に土砂災

害に対する警戒避難体制の整備を進めている鹿児

島県垂水市を調査対象とし、平成 17 年から平成 19

年にかけて土石流災害を受けた小谷
こ た に

地区、上市木
か み い ち き

地

区、二川
ふたがわ

地区（図 1）の住民の行動と垂水市の取り

組みから、豪雨時に住民が必要としている土砂災害

関連情報とその伝達方法について実態の把握を行

った。 

2.垂水市における土砂災害関連情報の実態調査 

垂水市は、平成 17 年台風 14 号災害による土砂災

害の経験から、土砂災害に対する警戒避難体制の改

善が功を奏し、平成 18.7.5 豪雨災害、平成 19 年台

風 4号災害による土砂災害では、犠牲者を出してい

ない。 

そこで、平成 17 年から平成 19 年における豪雨時

の住民の行動と土砂災害後の垂水市の取り組みに

ついて（図 2）整理し、実態調査より住民が豪雨時

に必要としている土砂災害関連情報について考察

する。 

①土砂災害の実体験の有無による土砂災害関連情

報の活用方法の違い 

3 地区の当時の防災リ

ーダーはともにテレビ、

ラジオ等から気象情報

を収集し、今後の気象予

測に注目していたが、土

砂災害の実体験がない

小谷地区ではその気象

情報と土砂災害が結び

ついていない。そのため

9/6 朝方に地区内で前

兆現象（小規模の崩壊や

隣接渓流からの土砂流

出）が確認されたにも関

わらず、住民への周知や

避難が行われなかった。

前年に被災した上市木

地区は、気象情報と土砂

災害と避難行動が直結し、局地的な短時間豪雨にも

関わらず、自ら避難を判断し、全地区住民の避難を

完了させている。平成 5年に被災している二川地区

は、気象情報とライフラインである国道 220 号通行

止め情報を収集し警戒にあたっていたが、避難の判

断は、垂水市による避難勧告発令を受けてから、避

難の呼びかけを開始している。 

②平常時からの土砂災害関連情報の提供 

平成 17 年台風 14 号被災後の垂水市は、広報紙や

防災講座、土砂災害防止法説明会を通し、土砂災害

の啓発活動を行っている。二川地区で避難した住民

の中には、自宅が土砂災害特別警戒区域に含まれて

いることを納得し、早めの避難を行ったという声も

あり、効果が表れていることが伺えた。 

図 1 調査対象（鹿児島県垂水市） 

図 2 豪雨時の住民の行動と被災後の垂水市の取り組み 

【被災後の垂水市の取り組み】
・7・5豪雨災害被害実態の広報
・防災マップ作成講座（鹿児島大共催）
・防災情報メール配信サービス
・災害対策本部のオープン化

【被災後の垂水市の取り組み】
・台風14号被害実態の広報
・防災地図の再配布
・防災行政無線内容の充実化
・避難所運営体制の見直し
・避難勧告等発令基準の見直し
　（山間地の発令基準の追加及び
　　土砂災害警戒情報等から総合的
　　に判断）
・安全な避難所の見直し

【被災後の垂水市の取り組み】
・防災講座の開催（鹿児島大共催）
・コミュニティーFM開設検討
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23：00
土石流発生

（自主防災組織：土砂災害を警戒）
携帯電話より気象情報を収集し、避難を判断
7/5　20：30までに避難完了

平成18年7.5豪雨
垂水市上市木地区

22：10
全市避難勧告
発令
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9：30
土石流発生

（住民：田畑の被害を警戒）
テレビ・ラジオより台風進路予測情報を収集

（住民：暴風雨に危機感）
地区内の親戚宅へ避難→被災

平成17年台風14号
垂水市小谷地区
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12：30
土石流発生
※2

（住民：家屋被害、国道通行止めを警戒）
テレビ・ラジオの台風進路予測情報を収集

平成19年台風4号豪雨
垂水市二川地区

14：00
避難勧告
発令

土砂災害警戒情報
国道

通行止め
※1

（自主防災組織：台風被害を警戒）
避難の呼びかけを開始

台風上陸

平常時（土砂災害実体験なし）
・土砂災害に対して関心がない

平常時（土砂災害実体験あり）
・地区住民による土砂災害危険箇所点検
・地区内防災訓練の実施

平常時（土砂災害実体験あり）
・H19.3土砂災害警戒区域等指定
・土砂災害警戒区域等指定にともなう
　説明会の実施

10：43
全市避難勧告発令

※1国道通行止めを受けて郵便局職員を帰宅
　　→職員帰宅後、郵便局被災
※2避難者が無断で自宅に戻り、土石流に巻き
　　込まれそうになる



3.住民が必要としている土砂災害関連情報と伝達

方法 

垂水市 3地区で行った実態調査に加え、被災当時

を振り返り必要とした土砂災害関連情報について

ヒアリング調査を実施し、平常時、豪雨時、避難時

の段階で整理した（表 1）。3地区とも豪雨時には

分かりやすい気象情報を求めているなかで、土砂災

害の危険性を納得するために、平常時から地区内で

どのようにして土砂災害が発生するか学習するこ

とを必要としていた。また、避難のタイミングを判

断することは難しいという意見のなかで、避難の成

功体験を持つ上市木地区は、気象情報と経験をもと

に自ら避難を判断することは可能という意見もあ

った。 

表 1 被災後住民が必要と思った土砂災害関連情報 

これらを整理すると住民の土砂災害に対する行

動は、「土砂災害の危険性の納得」→「土砂災害の

警戒」→「避難の判断」→「避難の実行または待機」

と 4段階に整理でき、それぞれの段階で必要として

いる土砂災害関連情報は異なることが考えられる。 

そこで住民の行動4段階ごとの必要としている土

砂災害関連情報とその伝達方法と、住民へ土砂災害

関連情報を伝達する行政の役割（表 2）について考

察する。 

土砂災害を経験した行政は、住民へ土砂災害の警

戒避難を促すために、情報量を増やし、伝達方法も

多重化していくなかで、情報の受け手である住民側

では情報が氾濫し、必要な情報を取りこぼしてしま

うおそれがある。これからの行政の役割としては、

住民に土砂災害関連情報を一方的に提供するだけ

ではなく、住民が本当に必要な情報を選別できるよ

うに、住民の防災力に応じた伝達方法で伝えること

が求められている。そのため住民には、どのような

情報を、どのような方法で伝達し、どんな判断を住

民に求めるか、事前に告知する必要がある。 

4.おわりに 

①「住民にとって必要な土砂災害関連情報」と「そ

の伝達方法」が、垂水市における実態調査から明ら

かになってきた（表 2）。 

②住民にとって本当に必要な情報は、住民個人個

人によって異なることや、住民は災害を実感するま

で逃げないこと、自主防災組織が少子高齢化によっ

て機能しない地域が存在することなども分かって

きた。まさに由々しきことである。 

住民自ら警戒避難行動を判断できるよう、必要な

時、必要な情報を入手できるしくみづくりが重要で

ある。 

今後も継続的な調査を続けることを考えている。 

【謝辞】本文を記述するにあたり、垂水市、鹿児島県砂防

課の皆様には御多忙のなか、資料収集やヒアリングを通し

てご協力いただいた。ここに記して、心より感謝の意を表

します。 
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 小谷地区 上市木地区 二川地区 

平常時 
地区内の土砂災害の

実態 

地区内の土砂災害危

険箇所（行政と一緒に

点検） 

土砂災害発生の要因

（学習） 

気象情報（テレビ・ラ

ジオ） 

気象情報 

（携帯電話） 

気象情報（テレビ・ラ

ジオ） 

道路情報（通行止め）
豪雨時 

避難のタイミング 市の防災体制状況 避難のタイミング 

避難時 
安全な避難ルート 

避難輸送手段 

避難後の地区情報 

安全な避難ルート 

避難輸送手段 
道路情報（通行止め）

表 2  4 段階ごとの必要としている土砂災害関連情報及び伝達方法と行政の役割 

住民の行動 住民が必要としている情報 現状の伝達方法 課　題 行政の役割

○土砂災害の実体験がある住民→経験の伝承

・実体験に基づく土砂災害の被害想定

・実体験に基づく警戒避難のルール

○土砂災害の実体験がない住民→土砂災害を学ぶ

・過去に地域で発生した土砂災害の実態

・土砂災害関連情報の収集・伝達方法

・地域の防災上の特性を踏まえた避難の手順

○多様な情報の収集

・種類（気象・道路・河川）

・範囲（広域・局所）

・時間的推移（過去、リアルタイム、予測）

・コンテンツ（数値・グラフ・地図・映像）

○自分に必要な具体的な情報の取捨選択

・気象警報・注意報

・監視カメラ、土石流検知センサー情報

・土砂災害警戒情報

・市町村の防災体制状況

・避難所の開設状況

・市町村の被災状況

・自主避難の呼びかけ、避難勧告

・道路通行止めやライフラインに関する情報

○避難する人

・避難の手順（防災訓練の再現）

・自宅から避難所までのルートの安全度

・災害時要援護者避難用の移動手段手配

・避難後の地域状況

○避難しない人

・自ら判断できる情報提供の継続

テレビ・ラジオ

インターネット

防災行政無線

土砂災害防止法説明会
防災リーダー講習会

防災訓練による土砂災害の学習

土砂災害警戒区域等の点検
防災訓練 伝承の実体化

新鮮な優良事例や知見の提供と
繰り返す忍耐

同じ内容の繰り返し

氾濫する情報から、住民が必要
な情報を選別できる情報発信

伝承の希薄化

情報の氾濫

住民の防災上の地域特性や防災
力に応じた情報の内容と伝達方
法を事前告知

自主防災組織、消防団と地元企
業の連携支援

プル型情報配信

プッシュ型情報配信

住民自ら判断できるリア
ルタイム情報の伝達

少子高齢化による地域
コミュニティーの弱体化
とマンパワー不足

自主防災組織や消防団による
呼びかけ

土砂災害を経
験し、納得す
る。
土砂災害につ
いて学び、納得
する。

納　　得

多様な情報を
収集し、土砂災
害を警戒する。

警　　戒

自分に必要な
情報を取捨選
択し、避難の有
無、タイミングを
判断する。

判　　断

地域コミュニ
ティ活動と継続
した情報の発信

避　　難

平常時

危険度　小

危険度　大


